
○
内
閣
府
令
第
三
十
一
号

人
事
統
計
報
告
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
四
十
一
年
政
令
第
十
二
号
）
第
三
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
人
事
統
計
報
告
に
関
す
る

内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
一
年
六
月
十
九
日

内
閣
総
理
大
臣

麻
生

太
郎

人
事
統
計
報
告
に
関
す
る
内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

人
事
統
計
報
告
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
昭
和
四
十
一
年
総
理
府
令
第
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
中
「
人
規
九
―
八
」
の
下
に
「
第
四
条
第
一
項
」
を
加
え
る
。

第
五
条
中
「
在
職
状
況
」
の
下
に
「
（
人
事
院
規
則
一
五
―
一
五
（
非
常
勤
職
員
の
勤
務
時
間
及
び
休
暇
）
（
以
下
「
人
規

一
五
―
一
五
」
と
い
う
。
）
第
二
条
の
日
々
雇
い
入
れ
ら
れ
る
非
常
勤
職
員
に
つ
い
て
は
、
七
月
一
日
が
日
曜
日
に
当
た
る
と

き
は
そ
の
翌
日
、
土
曜
日
に
当
た
る
と
き
は
そ
の
翌
々
日
に
お
け
る
在
職
状
況
と
す
る
。
）
」
を
加
え
る
。

第
六
条
第
一
号
中
「
第
十
九
号
、
第
二
十
一
号
及
び
第
二
十
二
号
」
を
「
第
二
十
号
及
び
第
二
十
一
号
」
に
改
め
、
同
条
中

第
十
九
号
を
削
り
、
第
二
十
号
を
第
十
九
号
と
し
、
第
二
十
一
号
か
ら
第
二
十
六
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
上
げ
る
。



第
七
条
第
一
項
中
「
（
昭
和
四
十
一
年
政
令
第
十
二
号
）
」
を
削
る
。

別
記
様
式
第
三
、
別
記
様
式
第
五
、
別
記
様
式
第
六
及
び
別
記
様
式
第
七
を
そ
れ
ぞ
れ
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



様式第３

　 　

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 計

検

　 　 　 　

事

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

   備　考

備考　用紙の大きさは、日本工業規格A４とすること。

　

検 事 総 長

そ の 他 の 検 事

号

検 事 正

検察官総計

号

副  検  事

検　察　官　在　職　状　況　統　計　報　告

官
署
名

　

平成　　 年　　月 １ 日　現在

次 長 検 事

計

計

そ の 他 の 検 事 長

 作成責任者官職氏名

東 京 高 等 検 察 庁 検 事 長



様式第５

備　　考

Ａ Ｂ 　

イ ロ イ ロ

備考

１　「現在員数A」の欄　人規一五－一五第二条の日々雇い入れられる非常勤職員について、次のイ及びロの区分ごとに、それぞれの現在員数を記入すること。

　　イ  常勤職員に準じた勤務形態で勤務した日が十八日以上ある月が引き続き六月以上である職員

　　ロ  イ以外の職員

２　「現在員数B」の欄　人規一五－一五第二条のその他の非常勤職員について、次のイ及びロの区分ごとに、それぞれの現在員数を記入すること。

　　イ  その職員について定められている任期が六月以上であるもの及び任期の定めのない職員であつて引き続き六月以上勤務したもの

　　ロ  イ以外の職員

３　「現在員数A」の欄に記入する人規一五－一五第二条の日々雇い入れられる非常勤職員の現在員数については、七月一日が日曜日に当たるときはその翌日、土曜日

　に当たるときはその翌々日における在職状況とすること。

４　用紙の大きさは、日本工業規格A４とすること。

非　常　勤　職　員　在　職　状　況　統　計　報　告

職           名

事 務 補 助 職 員

技 術 補 助 職 員

技 能 職 員

委 員 顧 問 参 与 等 職 員

教 育 職 員

専 門 職 員

計

そ の 他 の 職 員

観 測 監 視 等 職 員

労 務 職 員

医 療 職 員

現　　　在　　　員　　　数

統 計 調 査 職 員

計

 作成責任者官職氏名官
署
名

平成     年 ７ 月 １ 日 現在



備 考

支給人員 支給人員 支給人員 支給人員 支給人員

４　用紙の大きさは、日本工業規格A４とすること。

業 績 手 当
寒 冷 地 手 当

計

任 期 付 研 究 員

業 績 手 当
任 期 付 研 究 員 俸 給 （ 一 ）

任 期 付 研 究 員 俸 給 （ 二 ）

特 定 任 期 付 職 員 俸 給
特 定 任 期 付 職 員

期 末 手 当
勤 勉 手 当
休 職 者 給 与

特 別 勤 務 手 当

広 域 異 動 手 当

単 身 赴 任 手 当
特 殊 勤 務 手 当
特 地 勤 務 手 当 等

俸 給
特 別 調 整 額

専 門 ス タ ッ フ 職 調 整 手 当

平成　　年　　月分

扶 養 手 当

初 任 給 調 整 手 当

支払金額

 作成責任者官職氏名

種 類
平成　　年　　月分 平成　　年　　月分 平成　　年　　月分 平成　　年　　月分

支払金額 支給人員

平成　　年　　月分

様式第６

給 与 支 払 状 況 統 計 報 告

会 計 名

備考

通 勤 手 当

官 署 名

支払金額 支払金額

研 究 員 調 整 手 当
住 居 手 当

本 府 省 業 務 調 整 手 当

支払金額 支払金額

地 域 手 当

２　この表において「任期付研究員俸給（一）」とは、第六条第二十二号の俸給をいう。
３　この表において「任期付研究員俸給（二）」とは、第六条第二十三号の俸給をいう。

超 過 勤 務 手 当 等
管 理 職 員

１　この表において「特定任期付職員俸給」とは、第六条第二十号の俸給をいう。



様式第７

部
局
名
会
計
名

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

　　 備　考  

備考

1　 「勤務時間」の欄は、法第八十一条の四第一項の常時勤務を要する官職にある職員については「常勤」と、法第八十一条の五第一項の短時間勤務の官職にある

　職員については、一週間当たりの通常の勤務時間（１５時間３０分から３１時間）を記入すること。

２　 「計」の欄は、勤務時間ごとの計を記入すること。

３　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

計

俸給表名 職　名 勤務時間 指定職
職　　　　　　務　　　　　　の　　　　　　級

計

再 任 用 職 員 在 職 状 況 統 計 報 告 

 官
署
名

 

平成　　　年　　月　１　日　現在

 作成責任者官職氏名

 



附

則

こ
の
府
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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